
平成２３年度　政府予算案（大阪府都市整備部関係）の決定内容

平成23年2月21日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．自治財政権の確立

・地方の自主性を尊重し、国が関与しない社会資本整備総合交付金の構築

・国直轄事業負担金の早期制度廃止

２．地方の裁量による都市基盤整備の
推進
・自治財政権の確立までの間の財源措置
	◆概算要求の状況   国土交通省
・社会資本整備総合交付金　　　　　　　　　
（全）2兆2,000億円
　　（Ｈ22　2兆2,000億円）
	（全）1兆7,539億円

	

	
	◆予算項目以外の状況

・社会資本整備総合交付金の現行の4分野（活力創出基盤整備、水の安全・安心基盤整備、市街地整備、地域住宅支援）が一つに統合されることにより、地方の自由度・使い勝手が更に向上。
・投資補助金の一括交付金化に伴い、社会資本整備総合交付金のうち3,760億円が「地域自主戦略交付金（仮称）」に移行。

・維持管理に係る直轄事業負担金が全廃。（H22年度限りの経過措置となっていた橋梁、堤防補修等の特定の事業に係る負担金が廃止）

※維持管理に係る直轄事業負担金が H23年度より全廃されることを契機に、将来の維持管理費の軽減を主目的とする施設の建設費においても地方負担の縮減を求めていく。
	

	３．直轄国道の移管

・高規格幹線道路以外の国道移管

・移管に際して必要な財源移譲


	◆予算項目以外の状況

【アクション・プラン～出先機関の原則廃止に向けて～】（Ｈ22.12.28　閣議決定）

・移譲される事務・権限の執行に必要な財源を確保。税源移譲についても検討。

・平成24年通常国会に法案提出。準備期間を経て26年度中に事務・権限の移譲を目指す。

・地方が特に要望している事務・権限のうち、直轄国道については、一の都道府県内で完結するものは原則移管。それ以外も個別協議に基づく移管が実現するよう取り組む。

※関西では、個別協議ではなく、広域連合で国出先機関の丸ごと移管を求める方針で一致。

　早急に移管に向けて国と広域連合との協議の場を設けられるよう国に働きかけていく。
	

	４．補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律の弾力的運用

・財源を移譲した上での国庫補助金廃止

・補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律の弾力的運用


	◆予算項目以外の状況
・Ｈ22年3月及び7月に内閣官房・構造改革特区推進室に対し、適化法の弾力的運用に関する構造改革特区提案を行い、同年7月に国土交通省に対し、同様の要望を実施。

・特区提案が認められなかったため、11月に全国知事会による特区共同提案において府が発案県となり47都道府県で国に提出。

・12月に内閣官房・構造改革特区推進室から、以下のとおり１次回答を得た。
1 「下水道処理場等の事業予定地における暫定的な利用について、民間活力による土地活用を促すため、承認基準の見直しを行う。」⇒Ｈ22年度中に全国的に対応
2 「得られた収益を当該補助対象施設の整備及び維持管理に充当する場合に国庫返納を不要とする。」⇒H23年度中に全国的に対応

	

	５．国土利用計画法の改正

・土地利用基本計画策定の選択化

	◆予算項目以外の状況
11月２日、国に以下の内容を確認。
・土地利用基本計画は、都道府県全域に関する唯一のマスタープランであり、行政内部の総合調整機能や土地利用規制の基準としての役割を果たしている。

・仮に計画策定義務を任意とした場合、間接的に個別規制法を介した開発の調整・誘導や総合調整機能がなされないまま、開発が進められる可能性が高く、総合的・計画的、かつ、適正・合理的な土地利用が担保されない恐れがあるため、計画策定の任意制は困難。

※府においては、本年10月に策定した国土利用計画（第四次）に府域に関するマスタープランの役割を持たせているため、土地利用基本計画が唯一のマスタープランであるとはいえない。

※開発に関しても、府域のほぼ100％が都市地域である大阪府にとって、個別規制法による規制で、無秩序な開発は十分に防げると考えている。　⇒　引き続き要望を実施する予定。
	


	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	６．高速道路等の整備推進
・新名神高速道路（全線早期整備）、大阪都市再生環状道路（大和川線等）等の整備推進

	◆概算要求の状況　国土交通省
○新名神高速道路等

西日本高速道路（株）新設改築費【高速】

　（国）　金額明記なし

　※国による予算措置はなし
○大阪都市再生環状道路（大和川線等）等

阪神高速道路（株）高速道路建設事業費

　（国）　324億円　（Ｈ22　220億円）
　※上記金額は同社内での予算要求状況


	　　　　　　(国)　金額明記なし
　※国による予算措置はなし

　　(国)　金額明記なし

	

	
	◆予算項目以外の状況

※第二京阪道路開通後の交通状況を見ても、新名神高速道路の未着工区間の必要性は明らか。事業中区間を含め、国の責務において早期に全線整備されるよう、引き続き国に強く働きかけていく。

※大阪都市再生環状道路を構成する大和川線については、平成26年度の全線供用に向け、国・堺市・阪神高速道路㈱と協議調整を進めるとともに、必要額が満額確保されるよう国に働きかけていく。
	

	７．都市圏高速道路等の一体的運営構想の実現

・都市圏高速道路の料金体系の一元化など、利用しやすい高速道路の実現
	◆概算要求の状況　国土交通省
○高速道路料金の見直し

高速道路の原則無料化の社会実験
（全）1,500億円  （Ｈ22　1,000億円）

	（全）　　1,200億円

※国土交通省：地方の意見も踏まえた利用しやすい料金制度を検討
	

	
	◆予算項目以外の状況

※阪神都市圏の高速道路は、複数の運営主体が混在し、料金体系がバラバラであるなど、非効率な経営体制にあるため、「都市圏高速道路等の一体的運営主体構想（ハイウェイオーソリティ構想）」を、都市圏の５団体（大阪府・兵庫県・大阪市・神戸市・堺市）連名で国に提案。

※国の高速道路料金見直しを契機に、まずは利用者の視点に立った料金体系の一元化を目指し、次に地域自らがミッシングリンクの整備を行える新たな枠組みづくりがなされるよう、関係団体と連携して国に強く働きかけていく。
	


	８．地方の財源の安定的な確保・充実

　　・機能的なネットワーク形成

・戦略的維持管理

・連続立体交差事業　等


	◆概算要求の状況　国土交通省
○道路関係

・社会資本整備総合交付金

　　（全）2兆2,000億円
　（Ｈ22　2兆2,000億円）
　・補助事業

（全）　674億円　　（Ｈ22　937億円）
・地方道路臨時貸付金

（全）　　800億円　（Ｈ22　800億円）
	（全）1兆7,539億円

地域自主戦略交付金（仮称）（※）

（全）　　5,120億円

（うち社会資本整備総合交付金から

3,760億円を移行）

（全）621億円（※）

※地方への総配分額は減少

・直轄国道の維持管理に係る地方負担金の廃止（536億円増）

・地方向け補助金額の削減（1,017億円減）

（全）　　800億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

※府民生活の安全・安心確保や大阪経済の活性化に必要な連続立体交差事業等の必要額が満額確保されるよう、国に働きかけていく。
	


	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	９．都市鉄道の整備推進
・おおさか東線（新大阪～放出）等の整備推進

	◆概算要求の状況　国土交通省
○おおさか東線

　貨物鉄道の旅客線化　　

（全）　7.8億円　（Ｈ22　7.8億円）
○なにわ筋線

都市鉄道調査

（全）1.35億円　
	（全）　7.8億円
（全）　1.25億円
	

	１０．鉄道の計画・構想路線に対する
支援

・なにわ筋線の都市鉄道調査の実施

・なにわ筋線の具体化に向け、新たな事業スキームの構築

・北大阪急行延伸事業の関係者への助言


	
	
	

	
	◆予算項目以外の状況

※関空への高速アクセス検討の調査費も措置された。なにわ筋線のみならず、関空リニア等についても、調査予定。

※高速アクセスは関空が国際拠点空港として発展するための重要な鍵であり、今後、本調査費を有効活用し、事業の具体化が図られるよう国に働きかけていく。
	

	１１．阪神港の国際コンテナ戦略港湾への位置付けと支援措置の実施

・国際コンテナ戦略港湾への位置付けと必要な支援措置の実施
	◆概算要求の状況　国土交通省
○国際コンテナ戦略港湾（阪神港・京浜港）のハブ機能を強化するためのインフラ整備と貨物集約等総合的な対策【元気な日本復活特別枠】

（全）４０１億円（対前年度比２．４６）

・港湾非公共・その他施設費
（全）５．７０億円

・フィーダー機能強化事業
（全）１３．４９億円

・港湾公共

（全）３８１．２３億円

○新規制度創設

・直轄事業の国費負担率の引き上げや対象施設の見直し（法改正）

・港湾経営会社への無利子貸付（法改正）

・国有港湾施設の直接貸付（法改正）

・大型で荷役効率が高いガントリークレーンの整備に係る補助

・内航フィーダー輸送に必要な荷役機械の整備に係る補助

・国際コンテナ戦略港湾フィーダー機能強化事業
	（全）３２７億円
（全）２．８７億円
（全）８．０９億円
（全）３１５．７１億円
制度創設

制度創設

制度創設

予算措置されず

予算措置されず

制度創設
	

	
	◆予算項目以外の状況
○国際コンテナ戦略港湾として、阪神港、京浜港を選定（平成22年8月６日）

○税制改正

・外貿埠頭公社の民営化に伴い承継する不動産に係る特例措置

・国際コンテナ戦略港湾を含む重要港湾の港湾経営会社等が取得した上物施設に係る特例措置
	


	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１２．市街地整備制度の確立

・集約型都市構造を強化するための新たな制度の確立

・第二京阪道路沿道のまちづくりに対応した制度の確立
	◆予算項目以外の状況
※都市再開発法等において、「老朽化した再開発ビルの再々開発制度の確立」「複数の事業地区間で権利の置換えを可能とする事業制度の確立」「施設建築物の高層化と土地への権利変換を同時に行う柔軟な再開発制度の確立」について、機会ある毎に要望を行っており、引き続き国に求めていく。
※土地区画整理法等において、第二京阪道路沿道での産業促進を目的としたまちづくりの制度について、機会ある毎に要望を行っており、引き続き国に求めていく。
	


	１３．治水事業の推進

・淀川水系河川整備計画に関する協議・調整や阪神なんば線淀川橋梁の架け替えの推進

・大和川の河道掘削などの治水事業の推進

・亀の瀬地すべり対策事業の推進

・地方の意見を踏まえたスーパー堤防事業の調整

・河川事業、土砂災害対策事業にあたり、所要の財源措置

・安威川ダム・槇尾川ダムの検証後速やかな事業着工のための所要の財源措置
	◆概算要求の状況　国土交通省
○治山・治水

（全）　5,806億円　（Ｈ22　6,028億円）
・治水

（全）　5,685億円　（Ｈ22　5,901億円）
・急傾斜地崩壊対策等
（全）　　0.07億円　　（Ｈ22　0.56億円）
・海岸

（全）　　120億円　　（Ｈ22　120億円）
○都市水環境整備事業
（全）　　243億円　　（Ｈ22　262億円）
○特定治水施設等整備事業
（全）　　　49億円　　　（Ｈ22　51億円）
○災害復旧関係事業

（全）　　506億円　（Ｈ22　　506億円）
○港湾整備の推進
・港湾事業
（全）　 1,834億円　（Ｈ22　1,655億円）
	（全）　5,806億円
（全）　5,685億円
（全）　　0.07億円
（全）　　120億円
（全）　　243億円
（全）　　　49億円
（全）　　506億円
（全）　　1,666億円

　※　基幹的広域防災拠点整備を含む
	

	１４．水の都大阪の再生

・寝屋川流域清流ルネッサンスⅡの推進

・寝屋川への安定的な浄化導水の実現

	
	
	

	１５．港湾整備の推進

・堺２区基幹的広域防災拠点の推進

・堺泉北港の国際競争力の強化

・堺２区基幹的防災拠点の維持管理経費の広域負担制度創設

・港湾施設の長寿命化対策、海岸保全施設の高潮対策・老朽化対策に必要な所要の財源措置

・フェニックス事業の推進にあたり、残余分配制度の見直し
	
	
	

	
	◆予算項目以外の状況
※スーパー堤防事業については、「阪神高速大和川線」や「淀川左岸線」など、現在事業中の地区に限定して実施し、それ以外の地区については事業化を中止の上、河床掘削などの治水対策向上策や堤防補強などを優先することを求めていく。

	

	１６．防災公園の整備

・補助率の適用の廃止と所要の財源措置
	◆概算要求の状況　国土交通省
○国営公園等
（全）　334億円　　（Ｈ22　362億円）
	（全）　331億円

※既存の公園に関する主な補助金については「社会資本整備総合交付金（仮称）」に統合。
	

	１７．下水道の整備

・改築・更新事業に必要な財源措置

・寝屋川流域下水道の増補幹線の整備促進
	◆概算要求の状況　国土交通省
○下水道事業

・社会資本整備総合交付金

　　（全）2兆2,000億円

　（Ｈ22　2兆2,000億円）
	（全）1兆7,539億円

地域自主戦略交付金（仮称）
（全）　　5,120億円

（うち社会資本整備総合交付金から

3,760億円を移行）
	

	１８．都市景観形成へ向けた無電柱化の促進

・電線共同溝方式での無電柱化実施エリアの拡大
	◆予算項目以外の状況
・国においては、エリア拡大に関する新たな動きなし

なお、平成22年度補正予算において、観光地における電線地中化等、地域の活性化ニーズに応じて、きめ細かな事業を支援するため、地域活性化交付金（総額2,500億円）が創設された。
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
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